
第３３号議案  

 

 

中野区立小学校及び中学校教育職員の給与の減額を免除するこ

とのできる場合の基準に関する規則  

 

 

上記の議案を提出します。  

 

 

 

平成２９年（２０１７年）１２月１５日  

 

 

 

提出者  中野区教育委員会教育長  田  辺  裕  子   

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由）  

中野区立小学校及び中学校教育職員の給与の減額を免除することの

できる場合の基準について規則を定める必要がある。  

 



中野区立小学校及び中学校教育職員の給与の減額を免除するこ

とのできる場合の基準に関する規則  

 

 （趣旨）  

第１条  この規則は、中野区立小学校及び中学校教育職員の給与に関

する条例（平成２９年中野区条例第３８号）第１４条第２項の規定

に基づき、中野区立小学校及び中学校教育職員（以下「職員」とい

う。）の給与の減額を免除することのできる場合の基準を定めるも

のとする。  

 （減額免除の基準）  

第２条  中野区教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、職員

が中野区立小学校及び中学校教育職員の勤務時間、休日、休暇等に

関する条例（平成２９年中野区条例第３９号）に規定する正規の勤

務時間に勤務しない場合において、勤務しないことにつき給与の減

額の免除を申請したときは、別表に定める基準に従い、これを承認

することができる。  

   附  則  

 この規則は、平成３０年４月１日から施行する。  

別表（第２条関係）  

原因  承認を与える日又は時間  

⑴  感染症の予防及び感染症の患者に

対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）による交通の制

限又は遮断  

その都度必要と認める日又

は時間  

⑵  風、水、震、火災その他の非常災

害による交通遮断  

上記に同じ。  

⑶  その他交通機関の事故等の不可抗 上記に同じ。  



力による原因  

⑷  小学校及び中学校運営上の必要に

基づく業務の全部又は一部の停止

（台風の来襲等による事故発生の防

止のための措置を含むものとす

る。）  

上記に同じ。  

⑸  研修を受ける場合  計画の実施に伴い必要と認

める期間  

⑹  職員の厚生に関する計画の実施に

参加する場合  

上記に同じ。  

⑺  中野区職員団体のための職員の行

為の制限の特例に関する条例（昭和

４１年中野区条例第３０号）第２条

第１号に定める適法な交渉を行う場

合  

その都度必要と認める時間  

⑻  国又は他の地方公共団体その他の

公共団体若しくはその職務と関連を

有する公益に関する団体の事業又は

事務に報酬を得ずに従事する場合  

上記に同じ。  

⑼  法令又は条例に基づいて設置され

た職員の厚生福利を目的とする団体

の事業又は事務に従事する場合  

上記に同じ。  

⑽  職員が報酬を得ずに中野区又は教

育委員会以外のものの主催する講演

会等において、区政又は学術等に関

し講演等を行う場合  

上記に同じ。  

⑾  職務上の教養に資する講演会等を 上記に同じ。  



聴講する場合  

⑿  職務の遂行上必要な資格試験を受

験する場合  

上記に同じ。  

⒀  教育公務員特例法（昭和２４年法

律第１号）第１７条の規定に基づき

教育に関する兼職等を報酬を得ずに

行う場合  

上記に同じ。  

⒁  前各号のほか、あらかじめ特別区

人事委員会の承認を得て教育委員会

が定めた事項  

当該事項につき特別区人事

委員会が承認した期間又は

時間  

  （備考）  

    承認を与える期間中一定日数で示されているものは、その日

数中に、その間の週休日並びに休日及び代休日を含むものとす

る。  

 


